
令和7年度イクボスアワード

～イクボス推進同盟加盟企業・団体の取組事例～
～従業員数１００人以上の企業～



NO. 　　　企　業　名 NO. 　　　企　業　名

1 株式会社アリマコーポレーション 21 株式会社ソフト流通センター

2 イタックス株式会社 22 社会福祉法人青鳥会

3 公益社団法人いちょうの樹 23 損害保険ジャパン株式会社鹿児島支店

4 インフラテック株式会社 24 大福コンサルタント株式会社

5 株式会社植村組 25 南九イリョー株式会社

6 株式会社カクイックス 26 南生建設株式会社

7 鹿児島銀行株式会社 27 株式会社久永

8 鹿児島興業信用組合 28 プライムアシスタンス

9 鹿児島国際大学 29 鹿児島市

10 鹿児島信用金庫 30

11 鹿児島相互信用金庫 31

12 国立大学法人鹿児島大学 32

13 九州電力株式会社鹿児島支店 33

14 九州労働金庫鹿児島県本部 34

15 コーアツ工業株式会社 35

16 こどもファースト・ジャパン株式会社 36

17 志學館大学 37

18 社会福祉法人寿康会 38

19 株式会社新日本科学 39

20 日本ガス株式会社 40

鹿児島市イクボス推進同盟加盟企業・団体（従業員数１００人以上）　取組一覧（五十音順）



No.1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 119 名（男性 89 名、女性 30 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・小学3年児迄子の看護休暇が取得出来るようになり、入園式・卒園式及び小学校入学式でも休暇が取
得でき大変助かっています(３０代女性)
・子供を病院に連れて行く為、子の看護休暇を取得しました。子供も安心して病院を受診でき感謝致して
おります(30代男性）

 【企業・団体名】 株式会社アリマコーポレーション

代表取締役社長　有馬　正治

水道資材卸売業及び建設工事業

鹿児島市新栄町２０－２１

・ノー残業デー ・毎月19日をノー残業デーと定めている
・取得しやすい休暇制度 ・育児休業の取得可能期間を1年間から2年間へ延長した ・年次有給休暇の取
得促進 ・子の看護休暇制度として小学校３学年終了前の子を養育する従業員は、当該子1名に付、年5
日間(40時間)の特別休暇を付与 ・時短勤務制度
・介護休暇として当該家族1名に付、年5日間(但し、2名以上の場合は、10日間を限度とする)の特別休暇
を付与
・リフレッシュ休暇制度 ・勤続年数10年単位で、特別休暇を付与 (勤続10年 3日間、勤続20年 5日間、勤
続30年 10日間、勤続40年 10日間) ・配偶者が出産した際に2日間の特別休暇を付与

・始業/終業及び昼食時間の開始/終了をチャイムで知らせている
・WAB会議を実施し移動時間の削減を図るとともに、効率化を図った
・勤怠管理ソフトを活用し、スケジュールを入力し、各部門ごとに業務共有し時間外労働の削減を図った

・育児介護休業法改正により、就業規則を改定し子の看護休暇制度の拡充を実施し全社員を対象に周
知を行い取得促進を図った

・ワーク・ライフ・バランスの充実 ・会議の場で資料等を使用し説明・取組・環境改善の提案や充実を図っ
た
・定期健康診断の結果に基づき社員の健康管理を含めた保健指導の実施
・パパ育休の対象者へ取得促進を図った

・年次有給休暇取得率　51.36％（令和6年度）
・育児休業取得率　男性 該当者なし　女性 100％（令和6年度）
・子の看護休暇取得率　30.26％（令和6年度）
・超過勤務の状況　1人1ヶ月あたり平均5.5時間（令和6年度）



No.2

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 1,013 名（男性 433 名、女性 580 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・子どもが参加出来るイベントを実施してくださり、親の職場を見るきっかけとなり、嬉しかった。同僚の子
どもたちと仲良くしている姿が嬉しかった。（40 代女性）
・より多くの社員参加型で家族イベントを実施できるようにしていきます。

 【企業・団体名】 イタックス株式会社

代表取締役 江原 利晴

サービス業

鹿児島市小松原1-44-8

産休や育休制度について専門の担当者から制度を説明し、必要に応じて面談等を実施。過去事例を共
有している。
子どもと一緒に参加出来る福利厚生イベントを実施。

会議は基本的にリモートで行うようにしている。

育休からの復職者へは、事前面談でのヒアリング結果を基に希望に添えるようフォローした。
また、令和７年４月からの法改正において、利用できる給付金の案内を積極的に行った。

子どもと一緒に参加できるイベントの実施（BBQ など）

・男性の育児休業取得率 25％（2023.8.1-2024.7.31 事業年度）
・女性の育児休業取得率 100％（2023.8.1-2024.7.31 事業年度）
・育児休業平均取得日数 男性４４日、女性３１５日（2023.8.1-2024.7.31 事業年度の復職者実績）



No.3

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 510 名（男性 171 名、女性 339 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・時間外労働のさらなる削減に努め、ワークライフバランスの向上
・育児休業制度の周知、個別相談対応。男性職員の育児休業取得率向上

 【企業・団体名】 公益社団法人 いちょうの樹

理事長 佐藤大輔

医療・福祉業

鹿児島市永吉１丁目１１番１号

・毎週水曜日ノー残業デーの実施
・有給休暇の半日単位及び時間単位での取得
・育児、介護による休業制度、勤務時間短縮制度の利用促進
・研修、セミナー等のオンライン参加推奨

・会議や研修は可能な範囲でweb 開催、移動時間の削減に努めた

・育児休業取得率 女性100％
・有給休暇５日以上の取得率 100％
・相談窓口の設置と周知



No.4

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 669 名（男性 583 名、女性 86 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

休暇制度の取得促進が図られているため、休暇が取りやすくなったとの声
男性の育児休暇の取得率向上を目指す。
企業経営理念に「全従業員の物心両面の幸福」を掲げており、今後もワークライフバランスに配慮した取
組みを実行して参ります。

 【企業・団体名】 インフラテック株式会社　

代表取締役 松﨑 秀雄

製造業

鹿児島市与次郎二丁目7番25号

産前産後休暇制度・育児休暇制度・子どもの介護休暇制度・時短制度を社内ポータルサイトや社内報な
どにより周知、有給休暇(半日単位）の取得を推進・奨励している。毎週水曜日(生産部門は金曜日）を
ノー残業デーとし、残業時間を管理、削減・改善を促している(月の平均所定外労働時間:7時間)
リフレッシュ休暇制度があり連続5日間の休暇取得が可能。

グループウェア(LINE WORKS）を導入、勤怠管理ソフトの入替えを行い業務を効率化
本社外線電話をオートアテンド機能にし電話取次ぎ業務を軽減
社内申請書類の電子化、必要に応じてノートPC・タブレットの貸与
本社他事業所の内装リフォーム・フリーアドレス・管理部門のオフィスカジュアルを導入し働き易い環境づ
くり社員が会社の費用でe-ラーニングを受講し業務効率化のスキルUPを計っている。

奨学金手当を新設、社員の奨学金返済を会社が補助し、生活面のサポートをしている。

結婚休暇・お祝金制度、出産休暇(配偶者出産のとき）・お祝金制度、入学祝い金制度あり。
年に3回分の部署ごとの親睦会の費用を会社が負担
社員の誕生日に粗品を贈呈、年に2回社員とその家族に陣中見舞い(黒豚しゃぶセットなど)を贈ってい
る。
臨床心理士のカウンセリングを受けることができ、健康診断の他インフルエンザなどの予防接種費用も
会社が負担、社員の心と健康のサポートをしている。

育児休暇の女性の取得率100％、男性13％
創立70周年記念式典を福岡ヒルトンホテルで開催、グループ会社を含め社員800名が参加、翌日は観
光、社員同士の親睦を促進、勤労意欲を高め生産性の向上へつなげている。



No.5

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 228 名（男性 202 名、女性 26 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/代表取締役 植村 一/2018/05/01

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・有給休暇取得率 75％以上 （令和7 年度目標）
・育児休業取得率 女性 100％ 男性 60％（令和7 年度目標）

 【企業・団体名】 株式会社 植村組

代表取締役 植村 一

建設業

鹿児島県鹿児島市伊敷5 丁目9 番8 号

〇ノー残業デーについて
・毎週水曜日をノー残業デーにする。
・第3 土曜日は休日出勤しない。
〇働き方について
・短時間労働又はリモートワーク可。

・社内グループウェアを活用し社員全体のスケジュール把握や会議等の日程調整を行い、個々のタイム
ロスを削減。

・該当する社員へ産休や育休についての研修を行い、制度の内容を理解して頂くと共に取得を促してい
る。

・有給取得率 70％ （令和6 年度）
・育児休業取得率 女性100％ 男性40％ （令和6 年度）
・1 人あたり残業時間 9.3 時間（令和6 年度）



No.6

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 532 名（男性 204 名、女性 328 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/代表取締役社長 岩元文雄/2019/02/07

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・育児をしながら働く社員がより働きやすい環境を整えるために、保育施設を利用している社員に対し、
保育施設利用料補助手当を支給している。

・有給休暇取得率 74.3％（R6 年度）
・育児休業復帰率 100％（R6 年度）

・子育て世代の社員が安心して働ける環境づくりに取り組んでいきます。
・社員の働き方改革を進め、時間外労働の削減に引き続き取り組んでいきます。

・学校行事や送迎などの短時間の利用ができるように、有給休暇を時間単位で取得できるよう制度改定
を行った（R8 年1 月より運用開始）。
・本社事務所における昼休みや土曜日の電話及び窓口対応をとりやめ、ワーク・ライフ・バランスにも配
慮した働きやすい職場環境づくりに取り組んでいる。
・育休からの復帰の際、事前面談等において、希望の勤務時間などの聞き取りを行うなど、無理のない
形で職場復帰ができるようにしている。
・育児短時間勤務制度の勤務時間やシフトを、利用者の個別の事情に応じて、柔軟な対応をしている。
・育児休業中従業員に対し、社内における新たな取り組みや組織体制の変更、部署異動情報など、幅広
く
情報提供を行うことを目的に、産休・育休中の従業員に向けた新聞「Newspaper」を3 ヶ月に一度作成し、
自宅等へ郵送している。

・会議や面談等は、内容に応じてリモートで実施するなど、移動時間の削減に取り組んでいる。
・PC で行う単純な定型事務作業は、RPA を活用し、業務の効率化に取り組んでいる。
・新たなシステムの導入準備を進めるなど、IT を活用した業務の効率化に取り組んでいる。

鹿児島市谷山港2-1-2

 【企業・団体名】 株式会社カクイックス

代表取締役社長 岩元文雄

その他（リネンサプライ業）



No.7-1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 2,501 名（男性 1,161 名、女性 1,340 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/　株式会社鹿児島銀行　/　2017年11月8日

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

○仕事と育児の両立支援
・育児休業（子どもが2歳まで取得可能）
・出生時育児休業（育児休業期間を通算して当初10営業日の給料及び賞与の全額支給）
・育児のための勤務時間短縮制度（子が小学校3年生まで取得可能）
・時間単位休暇・子の看護等休暇・看護休暇・半日休暇・配偶者出産休暇の制度有り
・ウェルネス休暇（不妊治療のための休暇）
・テレワーク制度、時差勤務制度の導入
・「育休復職者セミナー」を開催
・産前休暇前面談の実施
・キャリアアドバイザーによる育休復職者への面談実施
・企業主導型保育所「かぎん保育園ゆめいろ」の設置
・出産祝金の支給
・育児・介護・不妊治療に関する相談窓口の設置
・両立支援制度の周知・促進のため、行内研修等の実施
○休暇の取得申請
・年2回の連続休暇（合計10日間）、シーズン休暇（3ヶ月毎に1日）100％取得
・各種休暇の完全取得を目標に計画取得を促進
・子が出生した男性行員及び所属長宛に、育児休業取得推進の連絡を個別に実施
○長時間労働縮減の促進
・リフレッシュデー（原則毎週水曜日）、リフレッシュウィーク（2月と8月の各1週間）を設け、早帰りを徹底
・ライトダウンデー（原則第1・第3金曜日）を設け、一斉の定時退行を実施
・朝型勤務、インターバル勤務の導入
・19時完全退行
・休日出勤原則禁止

・ペーパーレス化を推奨し、電子ファイルでの保管・共有で業務時間の削減
・会議時間は原則30分以内とする。
・オンライン形式での研修を行い、移動等に係る時間の短縮・削減
・行内インターネット上で早帰り推進日の周知や掲示を行い、意識醸成を図る。

・子の看護等休暇改定（2025年4月からの法改正に伴い、当行は半年前倒しの2024年10月から対応）
・パートナーシップ制度の導入（2024年10月）
　同性パートナーの従業員に対し、法律上の配偶者とその子どもに同等の福利厚生等を適用する（2024
年9月）
・えるぼし３つ星認定（2024年11月）

 【企業・団体名】 株式会社　鹿児島銀行

取締役頭取　郡山 明久

金融業

鹿児島市金生町6-6
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　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・プラチナくるみん、えるぼし（３つ星）認定企業
・有給休暇取得率：83.1％（付与：48,293日、取得：40,116日）
・育児休業取得率：男性70.6%、女性86.7％
　（出生時育児休業および育児休業を通算して10営業日は有給扱い）
※当行は「子が出生して2歳の誕生日を迎える前日まで」を育児休業取得可能期間としていることから、
必ずしも子の出生と同一年度内に育児休業を取得するとは限りません。ただし、取得期間内に取得対象
者全員が必ず育児休業を取得しており、取得期間を定めない取得率は男女ともに100％を維持していま
す。

・時差勤務制度を活用し、早い時間に帰ることでプライベートの時間も充実しています（20代男性）
・復職後面談をしていただけるのでその際に育児に対する悩みなど聞いていただけて、不安が減りまし
た（30代女性）

・男性育休100％宣言への登録（株式会社ワーク・ライフバランス）
・ウェルネス休暇制度の導入
　生理や不妊治療、健康診断の再検査などを理由に取得可能（有給扱い）
・新人事制度の開始
　専門性の高い特定の業務を担当する「専門キャリアコース」や、営業目標を持たず事務を担当する「特
定職コース」の新設
　一人ひとりが描くキャリアパスやライフイベントに応じた働き方をサポート
　⇒結婚や出産、育児、教育環境に応じて柔軟にコースを選択可能
　勤務地区分（エリアフリー・エリア限定）の選択性を導入
　男女問わず「エリア限定」を選択した行員は、本人の生活の本拠地から通勤可能な範囲内を勤務地と
することができエリア外への転勤はない。
　⇒夫が単身赴任をする必要がなくなり、夫婦ともに育児に参画可能
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代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 188 名（男性 108 名、女性 80 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

 【企業・団体名】 鹿児島興業信用組合

理事長　滿田　學

金融・保険業

鹿児島市東千石町１７番１１号

○定時退館の励行
　・17：30の退勤時間の励行を促す。
　・時間外平均３０分以内を目指す。
○取得しやすい休暇制度
　・時短勤務可能期間を「子が小学校入学前」を「中学校入学前」に変更した。
　・看護等休暇制度（有休）の制定･･･「小学校３年生までの子一人当たり年５日（最大１０日）」を設け、時
間単位の取得も可能とした。

・営業係が訪問先にて業務事務処理ができるように新システムを導入し、帰店時の事務処理時間の削
減を
図った。
・１日の業務を見直し、「無理」「無駄」「無関心」を排除する事で効率的な時間配分を図った。

・令和６年８月から育休復帰の際、事前面談・希望勤務地・勤務形態など聞き取りのほか、育休期間中に
導入した新たな事務機器の取扱い、新規業務などについてレクチャーの時間を設けた。

・育休取得率　女性100％
・看護等休暇取得率　２０２４年度　23％　→２０２５年度　64％(２０２５年８月現在）
・２０２４年度　有給平均取得　12.2日
・２０２４年度　時間外平均　　　３７分
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代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 199 名（男性 106 名、女性 93 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

今後もDX や業務改善に取り組み、超過勤務時間の縮減などを図っていく。

 【企業・団体名】 鹿児島国際大学

学長 小林 潤司

教育・学習支援業

鹿児島市坂之上8-34-1

○次世代支援休暇の取得促進
・中学生までの子を持つ職員がPTA 等の子に係る行事に積極的に参加できるように、次世代支援休暇
を設けている。
○年次有給休暇の取得促進
・月１日以上取得する日を決め（予定化）、年次有給休暇の取得を促進している。
〇男性教職員の配偶者出産の特別休暇の取得を推進。

○学内文書の電子決裁化などのDX に取組み、業務時間縮減と業務効率化を図っている。
○RPA を導入し、単純作業を削減することで、業務効率化を図っている。

○有給休暇を年間10 日以上取得することを業績評価に反映させ、取得促進を図っている。

○勤怠管理システムを導入し、職員の勤務実態の把握とともに業務の見直しを図っている。

育児休業取得率 女性100％
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代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 352 名（男性 210 名、女性 142 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

○育児と仕事の両立・時間単位年休の導入（1 時間単位で取得可）
・配偶者の出産休暇
・育児休業、介護休業
・子の看護休暇
（９歳に達する日以後の最初の3 月31 日までの間にある子１人につき年５日、２ 人以上で年10 日取得
可能（1 日・1 時間単位））
・介護休暇
（対象となる家族が1 人につき年5 日、2 人以上の場合は年10 日取得可能）（1 日・1 時間単位））
・企業主導型保育園との提携（提携先5 カ所）
・出産祝い金の支給
○休暇の取得促進
・年一度の連続休暇制度（連続５営業日）
・リフレッシュ休暇（連続２日、４半期に１回取得可）
・年度初めに休暇取得予定表の提出（パート含む全職員）を求め、休暇取得状況を確認。
○時間外労働削減・職員証（ＩＣチップ搭載）による出退勤管理
・パソコンの自動シャットダウン（定時）
・ノー残業デー（毎週水曜日）の実施。
○ワークライフバランス
・ウェルネス休暇の導入
・「男女で考える更年期と働きやすい職場環境づくりの研修」を実施

・支店窓口営業における昼休み時間休業を導入し、勤務時間の適正化。
・インターネット支店開設、通帳アプリによる通帳レス、タッチ伝票などのデジタル化に伴う業務効率
・しんきんDB によるEBM の活用（AI を利用した営業活動）による営業活動の効率化
・集合研修をリモート研修へ切り替え、移動時間の短縮を図った。
・休暇届や時間外勤務申請のペーパーレス化
・特定部署のフレックス勤務導入
・職員証（IC チップ搭載）による出退勤管理
・パソコンの自動シャットダウン（定時）
・ノー残業デー（毎週水曜日）の実施

○ウェルネス休暇の導入【新規】生理休暇・不妊治療休暇、健康診断・人間ドックの再検査受診を包括的
に取り扱う性別を問わず取得できる特別休暇制度として導入し、職員一人ひとりが心身ともに健康で働く
ことのできる環境を形成した。
○人事評価制度の見直し【新規】

 【企業・団体名】 鹿児島信用金庫

理事長　市川　博海

金融・保険業

鹿児島市名山町１番２３号
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　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標】

・土日祝の時間外勤務を原則禁止し、労務管理の徹底に努めている。
・GLTD 制度を導入し、怪我や病気を理由に長期間働けなくなった従業員に対し、所得を補償する休業
補償制度を導入し、職員が安心して働ける職場環境を設けている。

・女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定（２つ星）」取得（令和６年）
・「健康経営優良法人２０２５」認定
・令和３年度「鹿児島県女性活躍推進優良企業知事表彰」
・有給休暇取得率 ６２．３％
・育児休業取得率 女性１００％ 男性７５％（令和６年度）

・子供がまだ小さく発熱等で早退や休む際に看護休暇がありとても助かっている。
・育児休業を取得できる環境が整っている。
・時間単位年休の取得が可能になったことや有休休暇の取得促進が図られているため、休みがとりやす
い。
・男性の育児休業取得率向上を目指します。
・有給休暇取得率向上を目指します。
・プラチナくるみん認定を目指します。
・えるぼし認定を目指します。
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代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 588 名（男性 368 名、女性 220 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・「男性の育休取得は組織内で助け合える体制構築が大切だと感じました。生涯に何度もない貴重な経
験ができたことに感謝しています。」（30 代男性職員・育休2 か月取得）
・令和7 年度はイントラネットを変更して、ペーパーレスの促進、業務効率化を図ります。
・制度の周知と取得しやすい環境整備を行い、配偶者の出産による休暇および男性の育児休業取得率
の向上を目指します。

 【企業・団体名】 鹿児島相互信用金庫

理事長 永倉 悦雄

金融・保険業

鹿児島市与次郎１丁目6 番30 号

・「ノー残業デー」（第1 第2 第3 水曜日）「育児の日」（毎月19 日）の定時退庫
・連続休暇、育児休業、子の看護休暇の取得促進
・育児短時間勤務制度の設置

・勤怠管理システムにより、就業時間の明確化や勤怠管理業務にかかる事務量の削減を図っています。
・業務用パソコンの使用可能時間を短縮し、業務効率化と定時退庫を推進しています。

令和7 年4 月に育児休業規程を改正
・出生時育児休業期間中を無給から有給に改正
・子の看護等休暇の対象となる子を未就学児から小学生以下に拡大
・子の看護等休暇の取得方法を1 日、半日、時間単位（中抜け可）に改正

・育休中の職員を対象にセミナーや面談を行い、スムーズな仕事復帰や仕事と育児の両立をサポートし
ています。
・「親子ふれあい教室」を職員組合と共同開催し、親子の交流を支援するイベントを開催しています。

・有給休暇取得率62.6％
・超過勤務の状況 1 人一月あたり 平均約9 時間
・育児休業取得率 女性100％ 男性21.4％
・育児短時間勤務者 6 名（女性6 名 男性0 名）
・子の看護休暇取得者 23 名（女性12 名 男性11 名）
・配偶者の出産による休暇取得者 7 名
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代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 3,946 名（男性 1,882 名、女性 2,064 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/井戸 章雄/2025/05/27

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

育児休業を取得したことで、日々成長する子供の姿を常に見守ることができ、とてもうれしいと同時に、
父親としての自覚が強くなりました。また、家事と育児の両立の大変さも改めて実感しました。家族との
大切な時間を過ごす機会を得ることができ、福利厚生の充実している職場環境に大変感謝しています。
（30 代男性）

 【企業・団体名】 国立大学法人鹿児島大学

学長 井戸 章雄

教育・学習支援業

鹿児島市郡元一丁目21 番24 号

・毎週金曜日はノー残業デーとしている。
・育児・介護休業法の改正により、本学規則を見直し、令和7 年4 月から育児部分休業を小学校第3 学
年修了まで、子の看護休暇を小学校第6 学年修了まで取得できることとなった。
・子の看護休暇について、取得事由が拡大し、感染症に伴う学級閉鎖等になった子の世話、当該子の入
園・入学式、卒園・卒業式への参加を理由に取得可能となった。

令和3 年度に「教職員のライフワークバランスを応援する鹿児島大学サポート宣言」を策定し、公的会議
は原則として17 時までに終了することとしている。
また、ライフワークバランスの充実等を目的としたテレワークの継続やWeb 会議の実施を推奨している。

特になし。

「教職員のライフワークバランスを応援する鹿児島大学サポート宣言」に基づき、学長が現場の声に耳を
傾ける機会として、毎年、「学長と教職員との懇談会」を開催し、ライフワークバランス実現のための支援
等について、学長と教職員が意見交換を行っている。（昨年度は令和6 年12 月11 日に実施）

令和6 年度
育児休業取得者数：女性76 名、男性39 名
育児部分休業取得者数：女性84 名、男性2 名
超過勤務状況：一人あたり平均15 時間
保育支援制度利用状況 利用者44 名、利用回数284 回
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代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 206 名（男性 158 名、女性 48 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

〇育児サポート応援金制度の新設〔2024.9〜〕
・育児で1 か月以上職場を離れる従業員と同じ職場に所属する従業員に対して、半期ごとに応援金を支
給
〇看護休暇の行使要件見直し〔2025.4〜〕
・子の対象範囲の拡大（子が小学校6 年生の年度末までに延長）
・「子・孫の学級閉鎖（感染症等）等に伴う世話が必要なとき」、「子の養育に必要な行事（入園・入学式若
しくは卒園・卒業式等）を追加
〇所定労働時間の短縮〔2025.4〜〕
・所定労働時間を「7 時間50 分」から「7 時間40 分」へ変更（昼休憩時間を10 分延長）
〇主な制度・取組み（継続）
・フルリモート勤務の導入〔鹿児島支店・支社職場2024.6〜〕
・孫育のための休暇（小学校3 年生の年度末まで、1 人：年間5 日、2 人以上：年間10 日）※2023.12〜
・スーパーフレックス制度（各人が始業・就業時刻を選択できる時間帯を7 時から20時で設定）※2023.4
〜、フレックスタイム勤務者を対象
・育児休職（子が満2 歳到達後の4 月末まで）、育児短縮勤務、育児短縮フレックス勤務（小学校3年生
の年度末まで）
・育児休職期間の一部有給化（子が満1 歳になるまでに取得する育児休職の始期から10 営業日につい
て）※2022.4〜
・父子手帳（PAPANOTE）、ハローベビーカードの交付※2022.4〜

〇リモートワークの推進・勤務制度の整備（継続）
・リモートワークの更なる進展・定着やサテライトオフィスの拡大等により時間と場所にとらわれない柔
軟な働き方の実現
・スーパーフレックス制の導入〔2023.4〜〕
〇仕事の改革（継続）
・仕事の進め方に関する全社基本ルール「仕事のキホン共通ルール」の浸透
・DX による業務改革の推進やツール（Teams、社給スマホ、生成AI）の活用

・育児サポート応援金制度の新設〔2024.9〜〕
・育児休職を「人間的な成長やタイムマネジメント力・新たな発想力を養える期間」と捉え、遠慮や躊躇
を取り除き、出産・育児を支え合う環境づくりをすすめるため、育児休職制度の通称を「いく活」に変更
〔2024.10〜〕

 【企業・団体名】 九州電力株式会社　鹿児島支店

鹿児島支店長　菊水　秀一

電気・ガス・熱供給・水道業

鹿児島市与次郎２丁目６番１６号



No.13-2

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・父子手帳（PAPANOTE）、ハローベビーカードの交付※2022.4〜

・男性の育児休暇取得率 105.1％ （2024 年度）
・女性の育児休暇取得率 110.5％ （2024 年度）
・短縮勤務利用者 132 名 （2024 年度）
※男性の育児休職取得率は、当年度の育児休職取得者数÷当年度の配偶者出産者数で計算
※全て九州電力株式会社、九州電力送配電株式会社の合計

・男性及び女性社員の育児休職取得率を「100％」とする。
・子育てを行う従業員を対象とした制度の充実、職場全体で育児を支え合う職場風土の更なる醸成に向
けた意識啓発の促進
・2028 年度に、フルタイム勤務者の法定労働時間外・法定休日労働時間の月平均（一人あたり）を2024
年度比で「5％」を削減する。



No.14-1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 138 名（男性 61 名、女性 77 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/    九州労働金庫鹿児島県本部　　/　2018年11月8日     

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

【制度の整備・取得の促進】
・子の看護等休暇：小学校3年生修了までの子を養育する者に年間5日、対象となる子が2名であれば、
年間10日、3人以上であれば、年間15日を付与（時間単位の取得可、半日単位の取得可）
・育児時間：子が出生した日から生後1歳に達する日までを限度に、1日最高80分取得可能（一括または
分割取得可）
・育児休職
【育児休職】
①休職期間は、原則として子が出生した日から1歳6ヵ月に達する日までを限度。ただし、子が1歳6ヵ月に
達した時点で保育所に入れない場合は、2歳に達するまで取得できる
②分割取得は、子が1歳6ヵ月に達するまでに事由なく2回まで取得できる。なお、子が1歳に達するまで
に2回分割取得した場合に保育所に入れない等の事由がある場合は、1歳から1歳6ヵ月までの間に、さ
らに、1回取得可能
③休職期間中は勤続年数に算入する
【出生時育児休職】
①休職期間は、子の出生後、8週間以内に4週間を限度
②分割取得は、1人の子につき2回分割して取得ができる
③休職期間中は勤続年数に算入する
【短縮措置】
①子が小学校を卒業するまで、所定労働時間の短縮措置を受けることが可能
②短縮措置は、1日最高80分

【業務効率化の推進】
・業務効率を進めることにより、事務量を削減し、勤務時間内に業務が終了するよう工夫しています。
【働き方の見直し】
・目標：フルタイムで勤務する職員の所定外労働時間について、月平均20時間以内とする。
・取り組み内容等：所属長は、男性職員の配偶者の妊娠を把握した際、事業計画や職員の休暇予定等
を調整し、育休を取得しやすい職場を構築します。また、人事課は、育休取得者の育休中の過ごし方や
フォロー体制等を集約し、ニュースの発行等を検討します。

 【企業・団体名】 九州労働金庫鹿児島県本部

県本部長　黒江　嘉文

金融・保険業

鹿児島市山之口町5-2



No.14-2

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・スマートワークチャレンジ8の取り組み：ワークライフバランスの向上を目的に、就業は早くても午前8時
から遅くても午後8時までを基本に、日々の業務運営、業務効率を工夫し、タイムマネジメントを徹底して
時間外労働の削減を図っています。
・ノー残業デーの実施：過重労働の払拭と健康管理の観点からも、週1回のノー残業デーの実施を労使
で取り組んでいます。
・ジョブリターン制度の導入：退職時における勤続年数が3年以上で、退職事由が、結婚、妊娠、出産、育
児、介護、配偶者の転勤等やむを得ない場合に制度を利用できます。

・男性職員の配偶者出産休暇取得率100％（2025年度6月末現在／九州全体）
・女性職員の育児休職取得率100％（2025年度6月末現在／九州全体）
・男性職員の育児休職取得率75％（2025年度6月末現在／九州全体）

育児支援目標
・男性職員の配偶者出産休暇取得率100％
・女性職員の育児休職取得率100％
・男性職員の育児休職取得率50％以上



No.15

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 269 名（男性 248 名、女性 21 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/前代表取締役社長 吉田 三郎/2017/11/01

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

【社員の声】
・2 人目の子供が生まれた際に、育児休暇を取得しました。長男の相手をする時間ができたので、妻へ
の負担を無くせて良かったです。（30 代男性）
・時間有給休暇制度が便利です。仕事帰りに通院する際、非常に助かりました。（20 代女性）

 【企業・団体名】 コーアツ工業株式会社

代表取締役社長 出口 稔

建設業

鹿児島市伊敷５丁目１７番５号

○ノー残業デーの設置
毎週水曜日をノー残業デーとしています。
夕方、定時に総務担当者がノー残業デーの呼びかけを行っています。
○取得しやすい休暇制度
新入社員に、入社時に有給休暇を５日間付与。

〇DX 化の推進
・システムを利用したWEB 会議を活用して、移動時間などを削減しました。
・勤怠管理システムをクラウドへ移行し、どこでも勤怠管理を登録できるようにしました。
・請求書の電子化を行い、請求書の送付・作成などにかかる業務の効率化を行いました。
・当社一部の橋梁建設現場では、常時録画のWEB カメラを用いて、進行状況を確認できる体制を整えま
した。

【イクボス推進担当者からボスに提案メール】
・イクボス推進担当者は、従業員の出産予定が分かった段階で、対象従業員に聞き取りを行い、直属の
上
司（ボス）へ『育児休業取得依頼書兼提案書』をメール送付して、取得推進に努めています。

・有給休暇取得率 32.5％（４年度）→35.2％（５年度）→38.4％（６年度）
・育児休業取得率 女性100.0％（４年度1/1）→0.0％（５年度0/0）→100.0％（６年度1/1）
男性100.0％（４年度10/10）→100.0％（５年度6/6）→100.0％（６年度7/7）
・超過勤務の状況 1 人１月当たり平均15.2 時間（4 年度）→平均15.5 時間（５年度）→平均13.9 時間
（６年度）
・子どもの看護のための休暇取得率 41.0％（４年度）→55.3％（５年度）→44.7％（6 年度）
・出産補助及び育児参加のための特別休暇取得率 80.0％（４年度）→83.3％（５年度）→85.7％（6 年度）



No.16-1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 137 名（男性 14 名、女性 123 名）

　亀川耕介　/　2020年9月30日

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

 【企業・団体名】 こどもファースト・ジャパン株式会社

亀川耕介

サービス業

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：

〇育児休業の円滑な取得及び職場復帰支援の取り組み
・職員から本人または配偶者が妊娠・出産したことの申出があった場合、当該職員に個別に育児休業に
関する制度等の周知及び制度利用の意向確認を実施する。
・育児休業取得予定の社員と面談を行い、業務の整理・引継ぎに関する支援、休業中の職場に関する情
報及び資料提供などについて、当該社員のニーズをヒアリングしたうえで、育休復帰支援プランを作成
し、同プランに基づいて措置を実施する。
〇育児と仕事の両立支援の取り組み
・小学校３年生修了前の子を養育する社員は、負傷もしくは疾病にかかった当該子の世話をするために
子の看護等休暇を取得することができる（子が1 人の場合５日/年、2 人以上の場合10 日/年）。
・小学校３年生修了前の子を養育する社員は、当該子の予防接種や健康診断受診、感染症に伴う学級
閉鎖等または子の行事参加（子の入園式、卒園式及び入学式その他これに準ずる式典）のために休む
場合も、子の看護等休暇を取得することができる。

〇業務効率化を図り、時間外労働時間月平均を１時間以内とすることを目標に、以下取り組みを行って
いる。
・時間外労働の申請理由の確認。
・業務の見直し改善。マニュアルの見直し。
・時間外労働時間月平均時間の算出。検証。

〇次世代育成法と女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画を定期的に策定。
職員が仕事と家庭の両立を図り、いきいきと働き続けられる職場環境をつくるため、課題の分析・改善に
努めています。
〇育児・介護休業法改正に基づき、制度説明の資料や当該職員への意向確認書書式を更新。
資料や書式等についても一度作成して終わりではなく、当該職員の意見もヒアリングしながら、法改正に
則して、都度適したものに更新するよう努めています。

鹿児島市荒田1丁目31-27



No.16-2

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

〇育休復帰職員の表彰
年度末の社員研修にて育休復帰職員へ感謝の意と今後を応援する気持ちを込め、会社から表彰と祝い
金を贈呈。
〇職員家族を招待した社内イベント（レクリエーション、夏祭り、BBQ）の実施

〇かごしま子育て応援企業登録（平成３１年４月１日）
〇にこにこ子育て応援隊認定（平成３１年４月１１日）
〇女性活躍推進宣言企業登録（令和２年３月３１日）
〇「働き方改革」推進企業認定（令和３年１月２５日）
〇有給休暇取得率８０％以上
〇誕生日休暇制度あり
〇短時間勤務制度あり
〇育児休暇制度取得実績あり

〇社員の声
・つわりが酷く、急遽まとまったお休みをお願いした際も、勤務を調整して頂き助かりました。
・育児休業復帰後、以前のように働けない不安がありましたが、復帰前に復帰後の働き方について相談
出来てよかったです。
〇今後の目標・取り組み予定
・育児休業取得予定の従業員の不安を払拭し、復職後のキャリアプランをよりイメージ出来るよう、育児
休業から復職した職員へのヒアリングを行い、今後の一般事業主行動計画に反映させていく。



No.17

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 104 名（男性 54 名、女性 50 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・育児休暇取得率：女性100％（令和6年度）
・年次有給休暇取得率：100％（令和6年度）
・時間単位年次有給休暇（2時間休）取得率：97％（令和6年度）

・相談を気兼ねなくできる環境で助かっています。（30代女性）
・2時間休、半日休をとれるのがとても助かります。（30代女性）
・育児特別休暇をとれてとても助かりました。（令和7年度）（20代男性）
・引き続き、年次有給休暇と育児休暇の取得推進を図る。

 【企業・団体名】 志學館大学

学長　飯干 紀代子

教育・学習支援

鹿児島市紫原1丁目59-1

2017年11月8日

（1）年次有給休暇の取得促進：半日及び2時間単位で取得可能
（2）子育て支援制度
・育児休業：原則として子が満1歳に達する日までを限度として取得可能。
・育児特別休暇：子が満1歳に達する日までの間で育児又は配偶者等の介助をするとき5日以内を限度
として取得可能。
・育児短時間勤務：子が満3歳に達する日まで取得可能。
・子の看護休暇、介護休暇：1人につき年間5日以内を限度として取得可能。
（3）介護支援制度
・介護休業：93日まで取得可能。
・介護短時間勤務：原則として3年の範囲内で2回までとする。

・課内での情報共有を積極的に行い、協力が必要な場合は早めに要請（お子さんの学校行事等へ参加
できるよう早めに調整等行う。課内でも手がすいている人がいれば忙しい人を手伝えるようにする）
・課内で処理できない業務量であれば課外へ協力依頼を行う環境をつくっている。
・手続きの簡素化など不要な業務がないかを話し合い、都度改善している。
・各自のスケジュールや職場全体の行事など、ネットワークを活用して共有し、業務が滞らないようにして
いる。

・節電プランの策定及び省エネへの取組。電気代高騰に伴い節電プランを作成。施設の消灯時間の目
安を決めることで、時間外労働への抑止力（時間外業務の依頼を断りやすい）となっている。



No.18

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 181 名（男性 53 名、女性 128 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

■第2 子が生まれた際に育児休業を取得しました。切迫早産で妻も入院になったので育児休業を取得
出来たおかげで長男の子守りと第2 子を迎える準備に専念でき大変ありがたかったです。取得しやすい
職場環境と一緒に働く職員の理解、協力をいただけたことに感謝しております（30 代男性）。
■年次有休休暇が時間単位で取得できるようになり、病院通院、学校行事参加など大変便利で使い勝
手がよくなりました（40 代女性）。
■年次有休休暇が時間単位で取得できるようになり、家庭内での突発事象に柔軟かつスピーディーに
対応できるようになり、家族からも喜ばれている（60 代男性）

 【企業・団体名】 社会福祉法人寿康会

理事長 前田榮子

医療・福祉業

鹿児島市本名町234 番地

■託児所開設
・働く女性の支援の為、平成24 年に法人の福利厚生施設として企業内託児所「こばと」を開設しました。
・生後6 ヶ月以降から、子供を預けられ、保育園や幼稚園よりも利用料金を低く設定し、身近な託児所と
して活用して貰っております。
■勤務シフトの多様性
・未就学児の行事等にあわせて勤務シフトの調整や、希望休暇を取得しやすい環境つくりに取り組んで
おります。
■年次有給休暇の時間単位での付与
・令和4 年4 月より就業規則を改定し、職員自身や子供の病院受診等に活用して貰っております。

■LINEworks 導入により、情報共有を図ることで業務の見える化と相互の業務補完、時間外労働の削減
に寄与した。
■感染症対策もあり、ミーティング、会議は可能な限りZOOM でのリモート会議をおこない、移動時間の
短縮・削減にも寄与した。

特に大きなものは無し

ワークライフバランス策と同じ

■有給休暇取得率〜78.65％（令和6 年度）
■育児休業取得率〜女性100％ 男性0％（令和6 年度）



No.19-1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 1,341 名（男性 664 名、女性 781 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

〇子育て支援制度の新設
　子供を病気等で看病する場合に1 日欠勤あたり1 万円、半日欠勤の場合は、5 千円を支給
　２年間で最大6 日申請可能。6 万円を子育て支援金として支給
　子供が2 歳に達した時点で、6 日に達しない場合は、未申請日分を支給
〇夏季と冬季休暇の有給化
　固定の夏季と冬季休暇を廃止し、各個人の予定に合わせた、より柔軟な休日取得を可能とする
　通常有給付与に5 日間を加算付与

〇経理システムの導入
　出張、交通費精算の経費精算に特化した経理システムを導入
　領収書提出や経費手入力を省き、煩わしい出張後の事務工数を出張者と経理担当者共に削減でき
た。

〇ベビーシッター利用割引券の配布
　安心して仕事ができるように就労のためにベビーシッターサービスを利用した場合に、
　利用料金の割引券を会社が配布するサービス
　・対象児童　 乳幼児または小学３年生までの児童
　・使用条件　 家庭内での保育・世話、ベビーシッターによる保育施設への送迎
　・補助額 1枚あたり2200 円の割引

 【企業・団体名】 株式会社 新日本科学

代表取締役会長兼社長 永田 良一

サービス業

鹿児島市宮之浦町2438



No.19-2

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

長年にわたり男性育休100％取得を目標に掲げ、制度整備と意識改革に取り組んでいる。
その結果、育休を取得した男性社員が管理職として活躍するケースが増えており、育児とキャリアの両
立が現実的な選択肢となっている。
部下への取得促進をする際、実体験を元に共有ができ、より取得しやすい環境となっている。
取得予定者は人事と個別面談を実施し、金銭面や制度の説明を行い、取得への不安を取り除いてい
る。

・有給休暇取得率：78.0％（令和6 年度）
・育児休業取得率：女性100％、男性 100％（令和6 年度）

1.制度を変える
　現場の女性の声を経営に反映する。他社の取り組み事例を取り入れる。
2.環境を変える
　制度を使いやすい風土を醸成する。男性が子育てに関わる機会を与える。
3.意識を変える
　定期的に教育研修を行う。
以上の3 点を組織に浸透させ、全ての人が働きやすい会社にする。



No.20

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 233 名（男性 183 名、女性 50 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・生産性向上とワークライフバランス向上を目的とし「在宅勤務制度」を導入。
・時間単位休暇を2025年9月より導入予定。(時間単位休暇導入に伴い短時間勤務の運用変更）
・ノー残業デーの増設検討。（月2回へ増設）
・男性の育児休暇取得を推進すると共に、働き方改革による業務効率化で、実質的な育児時間の増加を
目指している。
・会社全体で育児に協力できる社風づくりに取り組む。

 【企業・団体名】 日本ガス株式会社

代表取締役社長　津曲　貞利

電気・ガス・熱供給・水道業

鹿児島市中央町8番地２

○取得しやすい休暇制度	
・有給休暇は半日単位での取得可（小学生までの子供を養育する場合は年間30回/15日分、その他は20
回/10日分）
・育児介護休業制度有
・育児短時間勤務制度有（小学校４年生までの子を養育する従業員は所定労働時間1日に２時間短縮可）
・子の看護休暇制度有（小学校就学前の子の看護等のために５日間/年・人（２人以上の場合は、１０日間
限度/年）
・育児休業相談窓口設置
・保存休暇制度有（最高60日の積み立て可・有給休暇の積み立て制度で、本人の入院等および短期介護
休暇に使用可）
・配偶者出産休暇制度有（配偶者分娩日翌日より2週間以内に2日間の特別有給休暇取得可）

・在宅ワークなどを活用し、通勤時間の有効活用を行い生産性向上の取り組みを実施している。
・育児時短勤務や様々な休暇制度の利用を推進し、メリハリのある就業を推進しワークライフバランスを
配慮している。

・ノー残業デーの実施（毎月第3水曜日）
・全社横断的なDX推進のための会議を実施（分科会）しており、時間外労働の削減を図れている。

・育児休暇取得率をアップさせるために、育児休業取得者の取得事例の収集および提供を実施。
・育児休業相談窓口では、一人当たり30分～1時間程度の時間を設け、説明資料を準備するなどし、制度
内容をわかりやすく丁寧に説明するよう取り組んでいる。

■2024年度実績
（2024/4～2025/3実績）
・有給休暇取得率　　73.96％
・育児休暇取得率　　男性57.0％　女性100％
・超過勤務の状況　　12時間48分/人・月



No.21

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 112 名（男性 91 名、女性 21 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/代表取締役 徳留 勝広、他管理職の者/2019/11/11

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・社員の声…変更ございません。
・今後の目標…男性の育休取得率100％を目指します。

 【企業・団体名】 株式会社ソフト流通センター

代表取締役 徳留 勝広

情報通信業

鹿児島市中央町22 番16 号

○テレワークの実施
打ち合わせが必要な時はWeb 会議を実施している。
○時差出勤
時差出勤時の始業時刻は、午前7〜10 時の間に30 分単位で選択することができる。
○中抜け勤務の導入
勤務時間内に私的な用件(病院受診等)で一定時間業務から離れる場合には、その時間を休憩時間とし
て取り扱うことができる制度を導入。
○柔軟な働き方の選択
始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ、もしくは時短勤務制度のいずれか1 つを受けることができる(小学
校就学始期に達するまでの子を養育する場合)。
○勤怠管理システム導入による労働時間の管理
長時間労働の早期発見、長時間労働の抑制に取り組んでいる。

○業務の自動化推進
定型的な業務に対し、IT ツールの活用や業務プロセスの見直しを行い、業務の自動化に取り組んでい
る。

・鹿児島市『ワーク・ライフ・バランス推進奨励金』対象企業に選定された。
・中抜け勤務制度の導入により、社員は自身のライフスタイルに応じて、柔軟な働き方が可能となった。

〇ノー残業デーについて
毎週水曜日をノー残業デーとしている。

・有給休暇取得率(5 日以上)…100%(6 年度)
・育児休業取得率…80％(6 年度)
・月平均所定外労働時間の状況…15.2 時間(5 年度)→13.5 時間(6 年度)



No.22-1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 287 名（男性 118 名、女性 169 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/牧 みどり/2025/04/01

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

〇少ない残業時間で余暇を充実
・法人全体の月平均残業時間は4.7 時間で、残業はほとんどない状況。
〇有給休暇がとりやすい雰囲気づくり
・入職時に有給休暇を５日即時付与。急病や休みを取りたい時に対応できる。
・１時間単位で取得でき、子どもの行事や家の都合を優先できる。
・有給休暇の年間平均取得日数は１２日。全職員の年間有給消化日数を５日以上と定め、計画的に有
給が取得できるよう、シフトを組む際の配慮を行っている。

〇業務効率を上げるための取組
・業務日誌を集中して記入する時間を設け、記録作業等が業務時間内で終わるように工夫している。
・法人内共通の業務管理ソフトの導入を進め、PCネットワークを構築し、迅速に連携が取れる体制を整
えている。
・決済業務等、ペーパーレスの取組を推進している。

・令和７年４月にウェルネス休暇を新設し、不妊治療を行う職員や健康診断受診後の再検査を受診する
職員のための特別休暇を設けた。
・令和７年４月からの法改正により、育児休業について女性版と男性版を作成し、取得についての相談
や育児休業手当金、復帰後の手続きについて明確になる資料の配布を行い、理解の促進に努めてい
る。

 【企業・団体名】 社会福祉法人青鳥会

牧 みどり

医療・福祉

鹿児島県鹿児島市吉野町10791 番地18



No.22-2

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・育児休暇の取得率の向上を目指し、事前に面談を行い本人の希望を聞いたうえで、男女ともに育児休
暇を取得しやすいよう配慮している。

・月平均残業時間
　4.2 時間(令和４年度) 4.7 時間(令和５年度) 3.8 時間(令和６年度)
・平均有給休暇取得日数
　１２日(令和４年度) １３日(令和５年度) １２日(令和６年度)
・育児休業取得率
　女性 100％
　男性 令和４年度 85.7％(6/7 名取得)
　　　　 令和５年度 44.4％(4/9 名取得)
　　　　 令和６年度 0％(該当者未取得)

・「実際に育児休業を取得することで、育児の大変さを身をもって実感することができました。また、夫婦
で協力しながら育児を進めることの大切さを改めて感じる機会にもなりました。子供の成長は本当に早
く、育児休業中は日々の成長を間近で感じることができ、貴重な時間を過ごすことができました。(２０代
男性職員)」との声がありました。
・男性職員の育休取得率が年によってばらつきがあるので、男性でも周囲への遠慮やためらいを感じる
ことなく育休取得ができるよう、相談をしやすい職場環境づくりを推進していく。



No.23

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 132 名（男性 37 名、女性 95 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/損害保険ジャパン株式会社　鹿児島支店/2018年9月

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

≪社員の声≫
育児休業があたりまえの世の中になると思います。難しく考えることなく普通に取得しましょう。
≪目標≫
育児休業取得率１００％をめざす。

 【企業・団体名】 損害保険ジャパン株式会社　鹿児島支店

鹿児島支店長　田平　秀幸

金融・保険業

鹿児島市中央町１１番地

・ノー残業デーの設定：毎週水曜日
・時間単位特別休暇：９日分（１時間単位での取得が可能）
・出生時育児休業（４週間まで：通算２８日）
・育児休業取得計画書の策定

・テレワーク、シフト勤務、モバイルワークを有効的に活用する。
・全職員に会社携帯（スマホ）が貸与されており、場所を選ばずに必要な情報を得ることができる。

・2025年4月に「男性育休取得マニュアル」が作成され、育児参加の必要性等が共有されました。

・男性育休取得希望者については育児休業取得計画書を作成してもらい、上司や同僚とも情報共有し
休業中の業務引継ぎ等に活用している。

・育児休業取得率　男性９８％　女性１００％
・育児休業取得後の復職率　９６．７％
（2023年4月から2024年4月≪全社ベース≫）



No.24

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 113 名（男性 87 名、女性 26 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/代表取締役社長 福田 真也/2022/07/04

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

【社員の声】
・半日単位で有給を取得できるので、子供の授業参観や運動会などの行事に出やすくなりました。（４０
代女性）
・まとまった休暇をもらえたので、妻と協力して育児に取り組むことができ、育児の苦労と大切さを知るこ
とができました。（２０代男性）
【今後の取り組み・目標】
・男性女性ともに育児・介護休暇を利用しやすい環境創出推進
・社員と家族が安心して働けるようにするための健康経営の推進

 【企業・団体名】 大福コンサルタント株式会社

代表取締役社長 福田 真也

サービス業

鹿児島市東郡元町１７番１５号

・「育児の日」の推奨（毎月１９日をノー残業デーとして設定）
※他に毎週水曜日をノー残業デーに設定
・子供の職場参観実施（年１回）
・半日単位での有給取得可
・育児や介護を考慮したテレワーク勤務の導入

・社内グループウェアを活用し、社員のスケジュール管理及び把握、打合せや現場の日程調整等を行う
ことで、個々人のタイムロスを減らし社員全員が社内全体の動きを確認できるようにしている。

・令和７年４月からノー残業デーを月２日から月５日へ拡大。

・社員の有給取得状況を定期的に各部署上司に通知し、状況を共有することで有給休暇を円滑に取得
できるよう業務調整を行っている。

・有給休暇取得率 56.7％（４年度）→54.9％（５年度）→60.8％（６年度）
・テレワーク勤務の実施（平成２９年〜）
・育児休業の取得（男性２名、女性１名（令和６年度以降実績）
・超過勤務の状況 1 人１月当たり平均17.2 時間（４年度）→平均13.0 時間（５年度）→平均10.3 時間
（６年度）



No.25

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 430 名（男性 163 名、女性 267 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・男性の育児休業取得者のモデルケースを紹介するなどし、男性の育児休業取得率の向上をめざしま
す。
・全社的な業務効率化や残業時間削減の取り組みを継続し、仕事と育児をより両立しやすい職場環境を
めざします。

 【企業・団体名】 南九イリョー株式会社

代表取締役 古木 孔大

その他（クリーニング・リネンサプライ業）

鹿児島県鹿児島市唐湊四丁目17 番2 号

○独自の休暇制度
・妊娠から出産予定日または出産日までの間で3 日間取得ができる「プレパパ休暇」「プレママ休暇」を
導入している。
○育児短時間勤務について
・小学校就学前までの子を対象に利用できる制度としている。

・オンラインの社内コミュニケーションツールの活用により、スケジュール共有や情報共有による業務効
率化を推進している。
・ＡＩを活用した業務効率化を推進するため、社員のＡＩに関する知識習得や基本操作習得のための勉強
会を定期的に行ない、業務へのＡＩ活用を支援している。

・育児と仕事の両立支援に関するパンフレットを独自で作成し、スマートフォン等でいつでも閲覧できる環
境を整備し、制度利用を促している。

・年次有給休暇平均取得率：32％（R6 年度）
・月平均残業時間：4.8 時間（R6 年度）
・育児休業取得率：女性100％・男性33％（R6 年度）



No.26

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 116 名（男性 98 名、女性 18 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/代表取締役　川畑　智洋　/　令和4年11月1日

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

【社員の声】
子の急な看病や学校行事への参加にも快く対応してもらえ、子育てをしながらでも前向きに仕事に取り
組めます。（30代女性）
会社が育休取得をアナウンスしてくれるので、上長に取得の相談をしやすかった。（20代男性）
【今後の取り組み・目標】
配偶者が出産した際の育児目的休暇の取得率向上を目指す。
・育児休業中の社員に対して、少なくとも年に２回はキャリアカウンセリングを行い、育児休業中および
復職後の不安解消に努める。

 【企業・団体名】 南生建設株式会社

代表取締役　川畑　智洋

建設業

鹿児島市平之町8番13号

・5日以内の育児休業取得については有給としており、子供が生まれた社員への周知や育休取得に向け
たアナウンスを行っている。
・ノー残業デーの実施（毎週水曜日）
・1時間単位での有給休暇取得

・経費精算や人事労務管理、勤怠管理、各種申請などのシステム導入により電子化を推進し、会社全体
での業務効率化を図った。
・建設ディレクターチームがＩＴ・コミュニケーションスキルを活用しバックオフィスから現場の書類作成や写
真管理等を担うことにより、施工現場の業務効率化を進めた。
・会議等を可能な限りリモートで行うことで、交通費や移動時間の削減を推進しペーパーレス化にも繋
がった。

・5日以内の育児休業取得は有給としており、子どもが生まれた社員に対し会社から育休取得に向けた
アナウンスを行っている。

男性社員の育児休暇取得率100％（令和6年度）
※女性社員は対象者なし



No.27

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 110 名（男性 90 名、女性 20 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/久永修平　/　2019/10/4

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

令和６年度　育児休業取得者：１名　取得率100％

 【企業・団体名】 株式会社久永

代表取締役　久永修平

卸売・小売業

鹿児島市東開町５－１１

育児休業の取得促進
ノー残業デーの実施（月２回）
学校行事・家庭行事への参加促進

モバイルＰＣの貸与
営業管理システム導入による効率化



No.28-1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 418 名（男性 102 名、女性 316 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/　佐藤 友哉　/　2017年11月27日

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

鹿児島県鹿児島市中央町１１　鹿児島中央ターミナルビル４階　

・育児休業 ： 最長２歳１ヵ月まで取得可
・子の看護休暇 ：小学校3 年生修了までの子を養育する場合、年度内に５日取得可（有給）
※２人以上の場合は１０日
・育児時短勤務制度：妊娠中または小学校４年４月末まで４時間まで短縮可、または繰り上げおよび繰り
下げ可、所定外労働の免除、時間外（深夜勤務）の制限
※正社員の場合、「正社員（Active コース）」と「正社員Balance コース」があり、「正社員Balance コー
ス」に転換することで、小学校4 年生5 月以降も短時間勤務の継続が可能
・病児保育補助金 ：子供を病児保育に預けて出勤した場合、１日上限3,000 円、１ヶ月３回を限度に病
児保育費用の実費を支給
・出生時育児休業（産後パパ育休） ： 子の出生後8 週間以内に4 週間まで、分割して2 回取得可
・プレパパ休暇 ： 事実婚のパートナー含め、配偶者の妊娠から出産日までの期間、配偶者の病院の付
き添いやパパママレッスン（両親学級）参加のための休暇を3 日取得可（有給）
・慶弔休暇 ： 配偶者に子供が生まれた際に2 日間の慶弔休暇を取得可（有給）

・一部業務においてリモートワークでの対応可能
・自己啓発支援・資格取得支援として、受講費補助金支給あり
・DX 学習支援ツールの提供（SOMPO グループ所属社員）
・復職予定の育児休業者向けの支援フォーラムの実施（主催：損保ジャパン）によるスムーズな復職
・マンツーマン研修やチーム内のフォロー等、支援体制の整備
・労働時間対策周知、残業時間警告メールの自動配信により長時間労働縮減を促進
・一部業務において属人化していたものをマルチ化することにより業務効率向上
・社内chatGPT の導入と活用による業務効率化と自己解決力の向上

新たに導入した制度無し

鹿児島県鹿児島市中央町２６−１南国アネックスビル６階・７階

 【企業・団体名】 株式会社プライムアシスタンス

鹿児島センター部長 佐藤 友哉

アシスタンス事業



No.28-2

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・チャイルドプラン休暇 ： 不妊治療に対する休暇を年度内に５日取得可（有給）
・通院休暇 ： 妊婦健診のため等３日取得可（有給）
・プレパパ休暇 ： 病院の付き添いのため等、配偶者の妊娠〜出産日までに３日取得可（有給）
・病児保育補助金支給の他、企業主導型保育園との提携、産業医・保健師面談実施等、育児と仕事の
両立を支援

・直近３事業年度における育児休業取得率１００％（女性３８名、男性８名）
・男性社員の育児休業平均取得日数９３．５日（２０２４年度）
・年次有給休暇の平均取得日数 １６．５日／人（２０２４年度）
・正社員の月平均所定外労働時間 １０．２時間／月（２０２４年度）
・育児中の復職者向けに場所や時間を問わず受講できるオンライン視聴のフォーラムを開催
・個別に復職支援プログラム（スケジュール）を作成し所属チームにて支援を実施
・個別事情に応じた勤務形態の選択
（例）育休から復職後シフト固定の5 時間勤務→家庭の事情によりテレワーク中心への勤務へ移行し、
現在月に2 回の出勤日以外はテレワークで勤務→テレワークに移行したことで通勤時間削減・お子さま
のお迎えの時間にも余裕ができ、時短勤務からフルタイム勤務へ→出勤しているときと同等の生産性を
保ち勤務継続中

＜社員の声＞
育児休業から復職後の支援体制が整っており、安心して業務に取り組むことができました。また、休暇取
得もスムーズにでき、育児・仕事の両立において非常に助かっています。（30 代女性）
＜今後の目標・取組予定＞
・センター部の管理部門チームにおいて、毎週水曜日をノー残業と定め、実施日の達成率80%を目指す。
・ＤＸ推進や業務のマルチ化によるさらなる業務効率向上と所定外労働時間の縮減
・男性社員、女性社員ともに育児休業取得率１００％の維持
・社員が子育てに参加しやすい環境づくりと社員への情報提供の継続
・社員の子を含めた地域イベントへの参加継続・拡大（SDGｓ推進活動、おはら祭など）



No.29-1

代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 5,859 名（男性 3,792 名、女性 2,067 名）

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

○「第三次鹿児島市職員子育て支援行動計画」を策定し、仕事と子育ての両立の推進が図られるよう、
取り組みを進めている。
【育児休業等】
・育児休業・・・子が３歳に達するまで
・育児短時間勤務・・・子が小学校就学の始期に達するまで以下の週の勤務時間を選択可。
　　　　　　　　　           １号：１９時間３５分　２号：２４時間３５分　３号：２３時間１５分　４号：１９時間２５分
・部分休業・・・子が小学校就学の始期に達するまで以下のどちらかのパターンをを選択可。
　　　　　　　　　 第１号部分休業：1 日２時間以内（３０ 分単位）
　　　　　　　　　 第２号部分休業：1 年度に１０日相当の時間以内（１日または１ 時間単位）
【休暇制度】
・育児時間・・・生後１年６月までの子の世話、１日２回（３０分/回）
・妻の出産付添及び男性職員の育児参加のための特別休暇
　　　　　　  ・・・妻の出産にかかる入院の付添い等や妻の産前期間及び出産後１年間に、当該出産に係
                    る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する場合、当該期間内に７日間
・子の看護等休暇・・・１年度に子１人につき５日、２人以上で１０日（１日または１時間単位）
・介護休暇・・・通算して６月の期間内（３回以下）
○各職場において、ワークライフバランス促進のための取り組み目標を設定し、取り組んでいる。
・年次休暇および夏季休暇の取得促進

・仕事と生活の調和を推進し、効率的な業務運営や総労働時間の短縮等を図れるよう、時差出勤制度を
活用するとともに、週休日等の確保に努めている。
・庁内電子掲示板等により、定時退庁日の一層の周知を図るとともに、実施状況を把握して管理職員に
報告するなど、定時退庁への認識が高まるように努めている。

・「第三次鹿児島市職員子育て支援行動計画」を策定。
・育児休業復帰前に上司との面談機会を設け、復帰後の働き方や両立支援制度の利用について意向確
認を行うこととした（従前は、出産前面談のみ）。
・人事担当課に子育てや介護に関する相談窓口を設置。
・育児短時間勤務制度の導入。
・時間外勤務の免除の対象年齢を3歳未満の子から小学校就学前の子に拡充。
・休憩時間の短縮特例の対象事由を未就学児の子の養育から中学校就学前の子を養育する場合に拡
充。

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　市長　下鶴　隆央　　/　令和3年2月19日

 【企業・団体名】 鹿児島市

市長　下鶴　隆央

行政

鹿児島市山下町１１－１



No.29-2

　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・毎日２１時３０分にパソコンのシャットダウンを実施した。
・そのうち、毎月第１、第３水曜日はノー残業デー強化指定日として、１９時にパソコンシャットダウンを実
施した。
・業務引継ぎの強化や円滑な業務遂行を図るために、「業務概要書」を作成した。
・子どもの生まれる男性職員に対して面談を実施し、「育児・介護支援ハンドブック」と「男性職員の育児
参加計画表」を配布し、育児に関する制度等の説明を行ったほか、上司が個別に育休取得の意向確認
を行い、特別休暇の説明を行うなどして休暇を取得しやすい雰囲気作りに努めた。
・本市が作成している「子育てガイド」を市民への窓口対応のある部署や庁内電子掲示板に掲載し、職
員へ情報提供を行った。
・「令和の働き方基本ルール」を示すとともに、毎月Teamsにてルールの詳細を掲載し意識啓発を図る。
・毎月１９日に育児の日をＴｅａｍｓで周知するとともに、年次有給休暇の取得促進及び定時退庁の呼び
かけを行う。

・育児休業取得率　男性８５．２％　女性１００％（令和６年度）
・男性の配偶者出産休暇等取得率　８３．６％（令和６年度）
・年次休暇の平均取得日数　１４．９日（令和６年度）

【育児休業体験談より】
・毎日の就業終了時間が深夜になる忙しい部署でした。妊娠期間中は定時での帰宅はやはり難しいもの
の、早めに帰るよう声をかけてもらいました。体力的に負担がかかる業務にはつかないように配慮しても
らいました。（女性）
・仕事で子どもとの時間が少なかったのですが、育休をとることでしっかりと家族との時間を持てたことが
良かったです。今回出産した子だけでなく、上の子との時間をとることができたため、子どものことや家
族、将来のことなど考える時間にもなり、ママ友も増えました。結果として 1 歳 7 か月まで休みだったた
め、離乳食完了後に仕事復帰ができたことも楽でした。（女性）
・妊娠初期に切迫流産の診断を受けたことから、早い段階で上司に相談しました。家庭の状況等にも気
にかけてくれて、とても感謝しています。（男性）
【令和１１年度までの目標値】
・育児休業の取得率：男性１００％、女性１００％（維持）
・子どもが生まれた男性職員の「出産付添及び男性職員の育児参加のための特別休暇」の５日以上取
得率：１００％
・時間外勤務時間が月４５時間を超えた職員数：令和６年度に比べて１０％の減少
・１人あたりの年間時間外勤務時間：令和６年度に比べて１０％の減少
・年次休暇の平均取得日数：令和６年度に比べて１０％の増加
・年次休暇を年５日以上取得した職員の割合：１００％


